覚書	Comment by 作成者: 法的性質としては「譲渡契約書」「贈与契約書」等が考えられるが、スタートアップの初期は仲間内で立ち上げを行うことも多いと思われるため、堅苦しい表題を避けて「覚書」とした。

１　■■■■（甲）は、○○○○の事業（以下、「本事業」という）において開発・製作したアプリ、システム等に関する権利（特許を受ける権利、意匠登録を受ける権利、著作権（著作権法第２７条及び第２８条に規定されている権利も含む）等の知的財産権を含むがこれらに限らない）について、●●●●（乙）に移転することに同意する。また、著作者人格権を行使しない。	Comment by 作成者: エンジニア等の氏名を記載する。	Comment by 作成者: 対象となる事業を特定するため、チーム名等を記載する。	Comment by 作成者: 著作権法27条の権利（翻訳権、翻案権等）及び同28条の権利（二次的著作物に関する原著作者の権利）については、譲渡の対象となることを譲渡契約の中に明記しておく必要がある（著作権法61条2項）。	Comment by 作成者: 代表者名を記載する。
なお、会社設立後または会社設立間近で社名が決まっている場合は、会社名を記載しても良い（【覚書①】の乙欄修正版）。そうすると、後に代表者から会社に権利移転させる必要がなくなる。	Comment by 作成者: 権利移転時までに当該権利から収益が発生している場合には、譲渡人または譲受人に税金がかかる可能性がある。	Comment by 作成者: 著作者人格権は譲渡できないため（著作権法59条）、移転させるのではなく、権利行使しないと規定する必要がある。

２　前項に掲げる権利が共有に係るときは、他の共有者がその持分を乙に移転させることに同意する。	Comment by 作成者: 権利を共有している場合は、権利を共有するメンバー全員との間で権利譲渡を行う必要があるだけでなく、一部のメンバーから共有持分を譲り受ける場合にも、他のメンバー全員の同意が必要であるため（著作権法65条1項、特許法33条3項）、念のためこのような規定を盛り込んでいる。

３　甲は、本事業に関し、第１項の権利に関わる情報（技術上の情報等）について、第三者に対し開示または漏洩せず、また、自らまたは第三者のために使用しない。	Comment by 作成者: 守秘義務を負わない第三者に技術情報が知られてしまうと、特許要件の１つである新規性を失い、特許を取得することが難しくなる。そこで、開発に関わる者が守秘義務を負うよう、この条項を規定した。
年　　月　　日	Comment by 作成者: 作成年月日を記載する。
　（甲）
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